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特集’ 未利用エネルギー

未利用エネルギーの種類と特質，
賦存量とその省エネルギー効果

EstimationofQuantityofUnusedEnergyandltsEnergySavingPotential

朴炳植＊

PyongSikPak
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化石燃料の大量消費による地球環境問題が顕在化し，

貴重なエネルギー資源の利用効率化の推進は極めて重

要な課題となっている．一方，快適な生活を実現する

ため，冷暖房用熱需要は急速に増大している．このた

め，海水，河川水，ごみの焼却熱など我々の身近に大

量に存在する「未利用エネルギー」の活用に対する期

待が大きくなっている!）．未利用エネルギーはその賦

存量が地域によって異なる特性を有しており，これま

で種々の原因によりその本格的な利用がなされずに今

日に至っているそれでは，未利用エネルギーはどの

程度賦存しており，その活用のポテンシャルはどの程

度大きいのであろうか．また，未利用エネルギーの活

用を推進するに当たっての課題は何であろうか本

稿では，これらの疑問に答えることを主題として，ま

ず2章で「未利用エネルギー」の種類と特質および活

用の効果について述べ，3章では未利用エネルギーの

賦存量および未利用エネルギー活用による省エネルギー

効果の推計法について述べる．4章では，関西地区を

地域の例に取って未利用エネルギーを活用した場合の

省エネルギー効果を推計する．そして，その活用の効

果が大きいと推定されることを示す．5章では，未利

用エネルギーの活用を推進するに当たっての課題につ

いて述べる．
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ヒートポンプの特性の1例図-1

COPは，冷暖房用の発生温熱量あるいは除去冷熱量

に対し，冷暖房を行なうために投入した電気エネルギー

(その単位は熱量と同じとする）の比を表す．従って，

冷暖房用熱需要が同じならCOPの値が大きいほど必

要な電気エネルギーは少なくて済むことになるので，

COPの値は冷暖房の効率の基本的指標となる．図-1の

ように，ヒートポンプのCOPの値は熱源温度が同じ

なら空気熱源の場合に比べて水熱源の場合の方が高い．

さらに，冷房時には熱源温度が低いほどCOPが高く，

暖房時には熱源温度が高いほどCOPが高いことが分

かる．

さて，未利用エネルギーは，その活用の仕方によっ

て大きく次の3つに分けられる2)

2．未利用エネルギーの種類と特質

未利用エネルギーの種類と特質について説明するに

先立って，未利用エネルギーの活用システムにおいて

重要な機器となるヒートポンプの特性についてまず簡

単に説明する．図－1は水熱源および空気熱源のヒート

ポンプの成績係数(COP)の，例を示す2).ここで，
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①温度差エネルギー：海水，湖水，河川水，下水処

理水など

②低温廃熱：地下鉄廃熱，変電所廃熱，発電所温排

水など

③高温廃熱：ごみ焼却熱，下水汚泥焼却熱など

①の温度差エネルギーの温度は，夏季には大気温度よ

りも低い．このため，これを熱源として用いたヒート

ポンプによって冷房すると，大気を熱源としたヒート

ポンプを用いた従来システムを利用する場合よりも高

効率で冷房に利用できる．また，冬季には大気温度よ

りも高いという特性を持っている．このため，これを

熱源として用いたヒートポンプは高効率で暖房運転す

ることができる．このことから，温度差エネルギーを

利用すると，利用しない場合に比べて高効率で冷暖房

できることになる．

②の低温廃熱の温度は年間,大気温度よりも高い．

このため，これを熱源として用いたヒートポンプを用い

ると,高効率で暖房用の熱を取り出すのに利用できる．

ただし，冷房用には利用できないことに注意されたい．

③の高温廃熱は①，②に比べ高温で,100℃以上の

蒸気などの形で利用でき，ヒートポンプを用いること

なしにそのまま暖房・給湯用に活用できる．また，吸

収式冷凍機を用いて冷水を取り出すことができるので

冷房にも活用できる．

以上より，未利用エネルギーを利用すると冷暖房を

効率よく行えることが分かる．また，冷暖房用に消費

される化石燃料の消費量を削減できるので，大気汚染

物質の排出量およびCO2の排出量を削減でき，都市

および地球環境問題の解決に貢献できる．さらに，業

務用など昼間に大きな冷暖房用の熱需要の何割かでも

未利用エネルギーで代替できると，昼間の電力需要増

加の抑制の対策としても効果があるので，最近問題と

なっている電力のロードカーブの改善にも役立つこと

になる．

以下では，未利用エネルギーの中で地域熱供給シス

テムとして活用可能なもので,比較的公共的な面を持っ

ているものを対象とすることとし，ピルの廃熱や工場

廃熱などの民間企業の有するものは対象から除くこと

にする．これは，未利用エネルギー源は都市のインフ

ラ設備であったり，公共的なものであることが多く，

その利用は公益的な地域冷暖房の形で地域に還元する

ことが望ましいこと，未利用エネルギーを有効に活用

するためには，ある程度以上の熱需要規模を対象とす

る方が効率的であることなどの理由による!)・3)．従っ

エネルギー・資源

て，ここで対象とする未利用エネルギーは，海水，湖

水，河川水，下水処理水，地下鉄廃熱，変電所廃熱，

発電所温排水，ごみ焼却熱および下水汚泥焼却熱とす

る．

3．賦存熱量および一次換算省エネルギー量の

推計法

本章では，未利用エネルギーの賦存熱量および利用

可能熱量の推計法について述べる．また，未利用エネ

ルギー活用の直接的な目的は一次エネルギーの消費量

を減らすことにあるので，未利用エネルギーの活用の

効果を推定するには，賦存熱量だけではなく一次換算

省エネルギー量も推定する必要があるので，本章では

これについても説明する．

3．1未利用エネルギー賦存熱量の定義

未利用エネルギーの賦存熱量の定義はあまり明解で

ない．3種の未利用エネルギーのうち，②，③は発熱

した結果の廃熱であるので,廃熱量そのものを賦存熱

量と考えることが出来る．しかし，①の温度差エネル

ギーは廃熱ではないので，賦存熱量の算定には工夫を

要する．

(a)温度差エネルギー

温度差エネルギーは，冷房に利用する場合，図-2(a)

のように大気との温度差分の温度だけ海水や河川水な

どの利用媒体の温度が既に下げられており，暖房に利

用する場合には，図(b)のように大気との温度差分の温

度だけ既に上げられていることになる．従って，冷房

(a)冷房時

taT：気温

tUT:鯉温度

空調温度

奉調潟度

tUT:雛温度
taT：気温

(b)暖房時

図－2温度差エネルギーを利用する冷暖房
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に利用するか暖房に利用するかによって，温度差エネ

ルギーの賦存熱量を次のように定義することが出来る．

、冷房用賦存熱量Quc[kcal/年］

QUC=2.(taT-tUT)・Cp．γT・WuT
positive

…(1)

、暖房用賦存熱量QuH[kcal/年］

QuH=2.(tuT-taT)･Cp。γT･WuT
positive

…(2)

ここで,taT:気温［℃],tUT:海水，湖水などの

利用媒体温度［℃],Cp:利用媒体比熱[kcal/kg

℃］，γT：利用媒体比重量[kg/m'],WuT:媒体

総流量[m3/h]である．また，添字Tは時間の単位

を表し，時間，日，月あるいは季節を表し，(1),(2)式

のZは各項の値がプラスとなる時間（日や月など）

I2鼎搦み和を求めることを表す
(b)低温廃熱

低温廃熱の賦存熱量Qu[kcal/年］はqTを単位時

間当り発熱量とすると

Q･==T呈Hq，…(3)
と定義することが出来るここで,TそHは暖房期につ
いての和を求めることを表す（以下，同じ）．

(c)高温廃熱

高温廃熱（ごみあるいは下水汚泥）の賦存熱量Qu

[kcal/年］はごみあるいは下水汚泥の焼却熱と等し

いと考えて良いので,H!をごみあるいは下水汚泥の

低発熱量[kcal/kg],GTをごみあるいは下水汚泥

の総発生量[kg/h]とすると，

Qu=EH!・GT…(4)
T

と定義することが出来る．ここで,Zは年間にわたつ
T

て和を求めることを表す．

3.2利用可能熱量Oa

①の温度差エネルギーでは自然に存在する海水や湖

水などの全流量を利用できないのは明かである．また，

利用可能な温度差にも技術的な限度がある．従って，

利用可能な熱量は賦存熱量とは異なる．冷房用および

暖房用に利用可能熱量QacおよびQaHは利用可能温度

差を△t,利用可能流量をWaTとすると，それぞれ・

Qo。＝『こc△t･Cp．γr･Wa『…(5)

QaH==『是胤△t･Cp．γT･Wa『…(6)

と表すことができるここで,T三cは冷房期について
の和を求めることを表す（以下，同じ)．利用可能な

温度ならびに流量は，温度差エネルギー毎にその状況

－ 2 5 －
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から勘案する必要がある．利用可能温度差△tとして

は利用システム技術から考えると△t=5℃が現状で

は一般的である．従って,At=5℃として温度差エ

ネルギー毎に利用可能流量WaTを設定すればよいと考

えられる．

これに対し，②の低温廃熱エネルギーは基本的に賦

存熱量そのものを暖房用に利用することができ，

QaH=Quとすることが出来る．

③の高温廃熱では，冷暖房用の利用可能熱量を，そ

れぞれ

Q｡@=EcH'･G『…(7)

QaH=，是HH!･G↑…(8)
とすることが出来る．

3.3需要側利用可能熱量OD

需要側が利用できる熱量は利用可能熱量とは異なる．

(a)温度差エネルギー

冷凍機あるいはヒートポンプを用いる必要があるの

で，図-3に示す関係から需要側利用可能熱量は利用可

能熱量より次のようになる．

COP

冷房用:Qc=COp+,Qac…(9)
COP

暖房用:QH=COp_,QaH…⑩
ここで,COPは未利用エネルギーを熱源として用い

た冷凍機あるいはヒートポンプの成績係数である．

Qa｡←[悪霊]←Q･(冷房除去熱）
↑

Qe(仕事,電気エネルギー）

COP=Qc/Qe

l＊｡-･:害!｡、Qa｡=Qe+Q･

(a)冷房時

Q｡m--｢E=-F茶ﾗｦ]-Q'
↑

Qe(仕事,電気エネルギー）

COP=QH/Qe

｝。Q←｡::二,｡、QH=Qe+QH

(b)暖房時

図－3未利用エネルギーと需要側利用可能熱量と
の関係
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(b)低温廃熱

温度差エネルギーの場合と同じく

COP

暖房用:QH=COP_,QaH…(1D
(c)高温廃熱

冷房用は廃熱ボイラからとり出した蒸気にて吸収式

冷凍機を用いるシステムとすると

Qc=77B・〃A･QaC…⑰

ここで,"B:廃熱ボイラ効率,"A:吸収式冷凍機

成績係数である．

暖房用は廃熱ボイラからの蒸気をそのまま利用でき

るので

QH=77B･QaH…側

となる．

3．4－次換算省エネルギー量SE

①，②の未利用エネルギーと③の未利用エネルギー

とはその活用の仕方が異なる.①，②の未利用エネル

ギーを活用するには，ほとんどの場合，冷凍機あるい

はヒートポンプを用いる必要があり，このため電気エ

ネルギーを投入する必要がある．

その一次換算省エネルギー量は

SE=(Qoe-Qe)/0.351…側

と表せる．ここで,Qo｡は未利用エネルギーを活用し

ない場合の消費電力量,Q｡は活用する場合の消費電

力量で,0.351=860/2450は電力消費量の一次エネル

ギー（発電所へのエネルギー投入量）換算係数である．

図-3に示す関係から，

SE=QD×(1/COPo-1/COP)/0.351…閲

となる．ここで,QDは冷房の時QD=QCであり，暖房

の時QD=QHである.また'COpoは空気熱源ヒートポ

ンプの成績係数である．このように，①，②の未利用

エネルギー活用による一次換算省エネルギー量は，活

用しない場合の従来システムとの差（ヒートポンプの

COPの差）により推定される．

これに対し，③の未利用エネルギーの場合，需要側

利用可能熱量を発生するのに必要なエネルギー量を省

エネルギーとみなすことができるので，冷暖房を効率

〃cのガス直焚吸収式冷温水機を用いて行うものとす

ると,QDの熱量を除去あるいは発生するのに必要な

都市ガス熱量はQD/77cとなるので，一次換算省エネ

ルギー量は

S E=QD/77c…00

となる．なお，〃cの値は冷房時と暖房時では異なる

ことに注意する必要がある．

エネルギー・資源

4．関西地区における未利用エネルギーの賦存

熱量等の調査結果

4.1調査の前提

関西地区における未利用エネルギーの賦存熱量，利

用可能熱量，需要側利用可能熱量および一次換算省エ

ネルギー量（以下，賦存熱量等という）を前章で述べ

た推定法にもとづいて，現実的な活用可能性の可否に

は関わりなく，賦存するものについて推定した．ここ

で，関西地区は，福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈

良，和歌山の2府5県を指し，基本的に府県別に推定

することにした．入手データが十分でないものも多く，

概数を把握することに主眼をおき，次のような基本条

件の基で推定した．

・推定に当たって時間の単位は月とした．

、冷房期間は5～9月の5ケ月，暖房期間は12～3

月の4ケ月とした．

・温度差エネルギーおよび低温廃熱の活用に当たっ

て必要となるヒートポンプのCOP特性としては

図-1に示す特性を用いた*・気温は大阪の平年に

おける毎月の平均気温を用いた．

各未利用エネルギー毎に設定した条件については次節

に述べる．

なお，生態系への影響については検討していないの

で，別途検討を加える必要があることはいうまでもな

い．

4.2未利用エネルギーの種類別賦存熱量等推定に当たっ

ての設定条件

(1)温度差エネルギー

賦存熱量等を推定するに当たって，海水のCpは

0.939,7Tは1010～1050より,Cp．γT=970の一定と

した．河川水，湖水，下水処理水のCpは0.998,7Tは

998.2より,Cp。γT=1000の一定とした．

なお，需要側冷暖房用の利用可能熱量を推定するに

当たっては，特に断らない限り1日24時間の内10時間

の利用率（全負荷運転相当10時間稼働）として推定し

た．各温度差エネルギーの種類毎の設定条件は以下に

述べるとおりである．

(a)海水

*COPの値は，採用するヒートポンプの機種および機器のタ

イプにより差があるので，採用されるヒートポンプにより

一次換算省エネルギー量の算定量が変化するという問題点

がある．しかし,COPの値の差は大きく異なることはない

ので概数としては十分精度よく把握できる．

－26－
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海水自体の賦存量はほぼ無尽蔵とされることもある

が，冷暖房に利用できる海水量は次式のように海岸線

距離に比例すると考えることが出来る．従って，ここ

では以下の設定条件のもとで試算した値であることに

注意されたい．

海水量WuT=(海岸線距離〕×

〔海岸線単位距離当り利用水量〕

海岸線単位距離当り利用水量としては，，ケ月当たり

深さ10m,沖合い1kmまでの全海水を利用できるも

のと仮定し,104m3/m/月とした．

利用可能海水量WaTとしては，日10時間の利用率か

らはWuTの10/24=0.417倍となるが，海水の温度上

昇の影響を考慮して,WaT=0.1×WuTとした．

これは1ヶ月間に全海水を1回利用し，温度差を0.5

℃利用することに相当する．

海水温は大阪湾6点（表層）の昭和54年～63年の10

年間の各月の平均値を用いた．

(b)河川水

賦存熱量を計算するためのWuTには河川の平均流量

を，利用可能熱量のためのWaTには日流量の月別最小

値の’／5とした．これは，日流量の月別最小値すべ

てを利用したとき’温度差1℃を利用することに相当

する．なお，日流量とは毎時各水位に対応する流量の

平均値，平均流量とは日流量の平均値のことである．

流量のデータとしては一級河川以外入手できないこ

と’および河川の流域は府県にまたがるので，府県別

の推定ではなく関西地区全体で推計することとし，全

河川の流量は，

全河川流域面積
全河川流量＝

一級河川最下流観測地点流域面積

×〔一級河川最下流観測地点流量〕

の式を用いて推定した．比流量は河川毎に異なるので，

一級河川の流量でもって全河川の流量を算出すると誤

差が生じるが，ここではこれを考慮していない．

河川水温度としては，淀川枚方観測所では各月毎に

水温が詳しく測定されているので，これで代表させて

用いることにした(1980年から88年の9年間の各月の

平均値）．但し，この水温データは表層の値であるこ

と’流量により気温との相関関係が変化することに注

意を要する．

(c)湖水

関西地区の面積4km2以上の湖沼には，琵琶湖のほ

か’久美浜湾’阿蘇海などがあるが，湖水の流水を考

慮すると，結果的には河川水で算定したものに含まれ
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ていると考えられる．従って，ここでは湖水の賦存熱

量等は河川水の中に含まれるものとした．

(d)下水処理水

関西地区における下水処理場は計122ケ所あり，そ

の年間処理水量は約2.3×10'm3/年(1988年),日平

均処理水量6.4×106m3/日であるが，雨水との合流

方式となっている処理場もあるので，晴天日の平均処

理水量（流入水量）は5.8×106m3/日である．

賦存熱量および利用可肖熱量を推定するのに日平均

処理水量および晴天日平均流入水量をそれぞれ用いた．

下水処理水の水温として公表されているデータは季

節毎であるので，海水，河川水のように月別の推定が

できない．そこで，ここでは大阪市の守口処理場の水

温データ（昭和56年～61年の平均水温）を用いて代表

させることにした．

(2)低温廃熱

低温廃熱では暖房時における発熱量をどのように推

定するかが基本となる．

(a)地下鉄廃熱

大阪市，神戸市，京都市の市営地下鉄について調査

した（私鉄の地下鉄道は調査していない）．地下鉄の

廃熱としては，電車によるもの，照明によるもの，人

体によるものがあり，他方放熱としては土中あるいは

地下水に放熱されるものがある．放熱量を求める理論

はまだ確立されていない状況なので，ここでは発熱側

にのみ注目し，地中への放熱量は無視した．従って，

ここでの推定量は大きめの値になることに注意された

い．

各駅毎ではなく地下鉄全体での発生熱量を把握する

こととし，電車による電力消費量（電車内照明などを

含む）と付帯用（駅部の照明および換気用動力などに

消費されるもの）の電力消費量の合計値を各地下鉄ご

とに調査した．人体からの発生熱量は

〔単位時間1人当りの発熱量(kcal/h・人)]

×〔1人平均滞留時間〕×〔乗降客数〕

から算定した．単位時間1人当りの発熱量は状況によ

り相当違うが，ここでは軽作業時の65kcal/h・人

(顕熱のみ）を用いた．1人平均滞留時間は出入口か

らホームまでの平均距離(120mとした),歩行速度

(60m/分とした）および電車運転平均間隔などから

推計した2)．

(b)変電所廃熱

関西地区の変電所の変圧器の総容量は112,731×103

kVAである．その発熱損失量は約250×103kWと推定

－27－



エネルギー・資源154

される．変電所の変圧器の廃熱回収方法には空冷式と

水冷式とがあるが現状はほとんど水冷式であるので，

ここでは水冷式による廃熱回収可能量を推定した．ま

た，推定に当たっては地域冷暖房プラントで熱回収形

のヒートポンプを用いて冷水と温水を同時につくり，

冷水を変電所へ，温水を需要家へ送るものとした．

(c)発電所温排水

関西電力の火力発電所の総容量は，ピーク用のガス

タービンを除くと平成2年3月現在16,381千kWであ

り，設備利用率は年間平均で36％である．従って，平

均発電効率を38％，復水器冷却水への損失率を45％と

すると，復水器冷却水への損失量は7,000千kWと推定

される．なお，需要側利用可能熱量を推定するに当たっ

ては，この内10/24だけ利用可能とした．

(3)高温廃熱

高温廃熱では総発牛量GTと低発熱量H!の値を推定

することがまず必要となる．これについて以下に述べ

る．なお，需要側利用可能熱量等を推定するに当たっ

て必要となる廃熱ボイラ効率〃Bの値としては80％，

吸収式冷凍機成績係数〃Aの値としては1.15とした．

また，ガス直焚吸収式冷温水機の冷房効率は1.05,暖

房効率は0.85とした．

(a)ごみ焼却熱

処理ごみ量の内，1985年度の全国実績では，約70％

が焼却され，残りの約30％は直接埋立等で処理されて

いる．しかし，推計に当たっては関西地区の処理ごみ

量9.107×106tOn/年(1987年値）が，すべて焼却処

理されるものとした．

ごみ焼却熱は，大規模処理施設では発電に利用され

ているものがかなり多い．関西地区のごみ処理施設の

中で発電設備を設置してエネルギー回収の行われてい

るものは，現在20ケ所（焼却能力8,747ton/日）あり，

そこではエネルギー回収が行われている．さらに，大

阪市の森ノ宮清掃工場のように既に廃熱利用されてい

る施設もある．これらの活用分を除いたもので廃熱と

なっているものを賦存熱量とすべきであるが，ここで

はそれらを含めている．そして，簡単のためすべてが

熱利用される場合と発電利用される場合の2ケースに

ついて試算した．熱利用する場合は，熱の利用効率

(廃熱ボイラ効率）は高いものの夜間あるいは中間期

の熱需要が少ない時期には焼却熱を捨てることになる．

発電の場合には発電の効率は低いものの（約15％程）

年間終日利用できる利点がある，という特徴があるこ

とに注意されたい．ここでは前者の場合のみについて

述べる．

賦存熱量の算定に当たってはごみ焼却熱の処理施設

内利用分（15％と想定）を差し引いた．ごみの低発熱

量H!の値としては2,000kcal/kgとした．

表1関西地区における未利用エネルギー賦存熱量等の試算値＊〔単位]:103Tcal/年〕

湖水は流水利用の観点から河川水に含まれるものとし，表には計上していない。

－ 2 8 －

用
途 未利用エネルギー 賦存熱量 利用可能熱量

需要側利用
可能熱量

一次換算
省エネルギー量

冷
房

①

海水

河川水

下水処理水

③
ごみ焼却熱

汚泥焼却熱

計

179.3

15.1

0.2

15.5

0.4

210.5

56.75

2.58

1.78

6.45

0.17

67.73

48.23

2.19

1.50

2.49

0.14

54.55

7.23

0.34

0.19

2.72

0.15

10.63

暖
房

①

海水

河川水

下水処理水

②

地下鉄廃熱

変電所廃熱

変電 所温排水

③
ごみ焼却熱

汚泥 焼却熱

計

635.8

16.6

10.2

0.4

1.9

52.7

15.5

0.4

733.5

45.40

2.08

1．41

0.13

0.62

17.49

5.16

0.14

72.43

62.30

2.88

1.88

0．19

0.87

10.09

1.99

0．11

80.31

11.60

0.47

0.46

0.02

0.20

2.33

2.34

0.13

17.55
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需要側利用可能熱量算定に当たっては，利用可能時

間を考慮した．燃焼方式には，バッチ式と連続式とが

あり，バッチ式の場合は利用可能時間を考慮する必要

はないが，連続式の場合には利用可能時間を1日24時

間のうちの10時間とした施設規模と実際のごみ処理

量とは必ずしも一致しないが，ここでは，連続式とバッ

チ式のごみ処理量は，全ごみ処理量を施設規模で配分

し，これを燃焼方式別の想定ごみ処理量とした

(b)下水汚泥焼却熱

汚泥をエネルギー化する方法には，（ｲ)嫌気性消化に

より発生させた消化ガスを用いるバイオエネルギーシ

ステムと(ﾛ)汚泥の焼却による廃熱利用システムの2つ

がある．両システムについて試算したが，ここでは後

者の場合のみについて述べる

関西地区の処理水量（1988年）は2.35×109m3/年

であるので，汚水処理により発生する乾燥汚泥量を

2909/m3,発生脱水ケーキ（下水処理により発生し

た汚泥をある程度脱水したもの）の含水率を85％とす

ると，発生脱水ケーキ量は4.54×109kg/年と推計さ

れる．発生脱水ケーキの低発熱量は90kcal/kgとし

た．

43推定結果と検討

以上に述べた想定に基づいて一次換算省エネルギー

量を試算した．結果を表1に示す．

表から，海水の賦存熱量および一次換算省エネルギー

量が最も大きいことが分かる．一次換算省エネルギー

量が次いで大きいのはごみ焼却熱で，発電所温排水は

三番目に大きいと推定されている．地下鉄廃熱の一次

換算省エネルギー量は0.02×103Tcal/年で，関西地

区では対象とした未利用エネルギーの中で最も小さい

と推定されている，ことなどが分かる．

図-4は未利用エネルギー活用による一次換算省エネ

ルギー量の試算値の大きさの目安を示すため，関西電

力および大阪ガスの民生用の販売量（平成元年度）と

比較した図である．ここで，電力lkWhは2450kcal

と一次エネルギー換算している．関西電力および大阪

ガスの販売量が関西地区の民生用の全エネルギー消費

でない（油，プロパン，大阪ガス以外のガス会社分が

含まれていない）こと，関西電力の販売区域と未利用

エネルギー賦存調査地区とがずれていることなどより

比較には注意を要するが，一次換算省エネルギー量の

試算値は大阪ガスの民生用の販売量よりも大きく，電

力の23.5％にも当たることが分かる．なお，関西電力

および大阪ガスの販売量全量と比較するとそれぞれ

10.3％および71.5％となる．

5．未利用エネルギー活用推進のための課題

前章に示したように，未利用エネルギー活用による

省エネルギー効果は大きく，未利用エネルギーの活用

により我国ならびに関西地区のエネルギー需給問題の

緩和，環境改善に貢献できる．しかしながら，種々の

克服すべき課題があり，未利用エネルギー活用の事例

は現状では少ない．従って，一つ一つ課題を克服し，

積極的に未利用エネルギー活用を図ってゆく必要があ

る．

未利用エネルギーを活用した地域熱供給システムの

事例が少ない要因には種々のものがあるその事業化

を推進するには,阻害要因を一つずつ克服してゆかな

ければならず，

①理解・認識を得るための啓蒙

②組織・体制づくり

③早期の計画立案

④法・制度面での対応

⑤市場経済性成立のための方策

⑥技術開発

などを図ってゆく必要がある．

未利用エネルギー活用地域熱供給システムの推進に

おける最大の課題は市場経済性である.未利用エネル
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ギーを活用するがためにイニシャルコストが増加し，

その結果，事業採算性が劣ったり，熱需要者の負担増

となったりすると推進を阻害する．また，地域熱供給

システムには，建物個別熱源システムに比較し，スケー

ルメリットがある反面，熱供給する地域導管の建設費

の増加というデメリットがあり，熱需要量（密度）が

低いとイニシャルコスト分の償却が長くなる，といっ

た弱点がある．

未利用エネルギーを活用した地域熱供給システムの

事業化推進のための対応策としては，いくつかの対応

策が考えられている．

①標準化，量産化によるコストダウン（但し，これ

は普及度に関連する）

②技術開発によるコストダウン（技術開発費はかか

る）

③補助金，低利融資制度など

④税制面での優遇措置

⑤公的資金での都市基盤の一環としての整備

これらの内，平成3年度からは未利用エネルギーを活

用した熱供給事業への助成が始まっている．

6．おわりに

関西地区を例に取って未利用エネルギーを最大限活

用した場合を想定して，省エネルギー量を推定し，未

利用エネルギー活用の省エネルギー効果は大きいと推

エネルギー・資源

定されることを示した．他の地区でも推定可能なよう

に，本稿ではできるだけ推定の考え方，前提を明らか

にすることに努めた．

日本における未利用エネルギーの利用は欧米とくに

ヨーロッパに比べると立ち後れていた．未利用エネル

ギーの活用に対する課題が解決され，我国におけるエ

ネルギーの有効利用を一層推進する上で大きく寄与す

ることを期待している．

おわりに，本稿はロードカーブ改善のため新エネル

ギー・産業技術総合開発機構が㈱日建設計に調査委託

し，これを受けて設けられた「関西地区未利用エネル

ギー活用調査委員会」において調査研究された内容の

一部を，同委員会の幹事会幹事長をつとめた筆者がと

りまとめたものである．ここに，委員長として御指導

を頂いた大阪大学鈴木胖教授をはじめ，熱心な御協力

を頂いた委員，幹事ならびに事務局の各位に厚くお礼

申し上げます．
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